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四 半 期 報 告 書

１ 本書は金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく四半期報告書

を同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を

使用し提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであ

ります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第156期

第２四半期
累計期間

第157期
第２四半期
累計期間

第156期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 8,121,120 8,586,650 17,278,643

経常利益 (千円) 475,588 918,073 1,390,624

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △192,668 4,969,820 1,135,204

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 2,343,000 2,343,000 2,343,000

発行済株式総数 (株) 24,500,000 24,500,000 24,500,000

純資産額 (千円) 12,986,582 19,424,045 14,487,566

総資産額 (千円) 21,352,626 29,672,199 23,969,766

１株当たり四半期(当期)純利
益金額又は四半期純損失金額
(△)

(円) △39.38 1,015.92 232.05

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 8.00 10.00

自己資本比率 (％) 60.8 65.5 60.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,244,313 604,280 1,337,975

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,822,062 6,732,659 △1,777,769

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 497,628 △1,260,383 491,886

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 652,765 6,889,751 807,539
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回次
第156期

第２四半期
会計期間

第157期
第２四半期
会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △8.16 68.98

(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３ 第156期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 第157期第２四半期累計期間及び第156期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５ 平成29年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。第156期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失金額を算定し

ております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期累計期間のわが国経済は、個人消費の回復は減速したものの、輸出の増加、設備投資など内外需と

もに改善がみられ、景気は緩やかに回復しました。

　当社製品関連分野におきましては、ファイン製品関連では医農薬中間体及び電子材料関連製品需要が堅調に推移

しましたが、化成品関係は事業譲渡に伴い輸出が減少したほか関連業界需要が伸び悩みました。

このような情勢のもとで、当社は、一層のコスト削減に取り組むとともに、売価是正、拡販に注力し、収益確保

に努めました。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高は、前年同四半期に比べ5.7％増収の85億86百万円となり、営業利益

は７億73百万円（前年同四半期比38.6％増）、経常利益は９億18百万円（前年同四半期比93.0％増）となりまし

た。四半期純利益につきましては、大阪工場に係る譲渡関連損益63億71百万円の特別利益により、49億69百万円

（前年同四半期は１億92百万円の損失）となりました。

セグメントの状況につきましては、ファイン製品部門の売上高は65億48百万円（前年同四半期比15.6％増）とな

り、セグメント利益（営業利益）は６億21百万円（前年同四半期比47.5％増）となりました。化成品部門の売上高

は20億38百万円（前年同四半期比17.0％減）となり、セグメント利益（営業利益）は１億52百万円（前年同四半期

比11.0％増）となりました。

(2) 財政状態の分析

① 資産

流動資産は、売掛金及び棚卸資産が減少しましたが、大阪工場土地売却代金の入金により、前事業年度末に比

べ48億23百万円増加の160億76百万円となりました。

固定資産は、ファイン製造設備新設などにより、前事業年度末に比べ８億79百万円増加の135億95百万円とな

りました。

この結果、総資産は前事業年度末に比べ57億２百万円増加の296億72百万円となりました。

② 負債

流動負債は、短期借入金が減少しましたが、未払法人税等及び未払金の増加により、前事業年度末に比べ９億

23百万円増加の79億38百万円となりました。

固定負債は、設備停止引当金の減少により、前事業年度末に比べ１億57百万円減少の23億９百万円となりまし

た。

この結果、負債合計は102億48百万円となり、前事業年度末に比べ７億65百万円増加しました。

③ 純資産

純資産は、大阪工場土地の売却による特別利益により、前事業年度末に比べ49億36百万円増加の194億24百万

円となりました。自己資本比率は、前事業年度末60.4％から65.5％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費の増加、売上債権の減少及び土壌対

策費用等の支払により、６億４百万円（前年同四半期累計期間は12億44百万円）の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、大阪工場跡地売却による収入により、67億32百万円の収入（前年同四半

期累計期間は18億22百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済により、12億60百万円の支出（前年同四半期累計期間

は４億97百万円の収入）となりました。

この結果、現金及び現金同等物残高は前事業年度末に比べ60億82百万円増加し、68億89百万円となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は４億31百万円であります。なお、当第２四半期累計期間において、

当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 従業員数

当第２四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

(7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(8) 主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい

変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

(注) 平成29年６月23日開催の第156期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で株式併合に伴う定款変更が行

われ、発行可能株式総数は、64,000,000株減少し、16,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,500,000 4,900,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、
1,000株であります。
(提出日現在は100株)

計 24,500,000 4,900,000 ― ―

(注)１ 平成29年６月23日開催の第156期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式５株を１株に

　併合しております。これにより、提出日現在の発行済株式数は19,600,000株減少し、4,900,000株になってお

　ります。

２ 平成29年６月23日開催の第156期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で単元株式数を1,000株から

　100株に変更しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月30日 ― 24,500,000 ― 2,343,000 ― 1,551,049

(注) 平成29年６月23日開催の第156期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で当社普通株式５株を１株に

併合しております。これにより、提出日現在の発行済株式数は19,600,000株減少し、4,900,000株になってお

ります。
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友化学株式会社 東京都中央区新川２丁目27番１号 13,657 55.74

塩野義製薬株式会社 大阪市中央区道修町３丁目１番８号 1,671 6.82

武田薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町４丁目１番１号 1,269 5.18

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,014 4.14

広栄化学社員持株会 東京都中央区日本橋小網町１番８号 263 1.07

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 221 0.90

磯 雅弘 栃木県さくら市 194 0.79

丸石化学品株式会社 大阪市西区江戸堀２丁目１番１号 168 0.69

DEUTSCHE BANK AG LONDON610
(常任代理人ドイツ証券株式会社)

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT
AM MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
(東京都千代田区永田町２丁目11番１号)

134 0.55

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 133 0.54

計 ― 18,724 76.42
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 40,000

―
株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

24,417,000
24,417 同上

単元未満株式
普通株式

43,000
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 24,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 24,417 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式687株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
広栄化学工業株式会社

千葉県袖ヶ浦市北袖25番
地

40,000 ― 40,000 0.16

計 ― 40,000 ― 40,000 0.16

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 307,539 489,751

売掛金 ※１ 4,917,805 ※１ 4,335,430

商品及び製品 2,946,595 2,584,899

仕掛品 880,031 909,092

原材料及び貯蔵品 665,213 671,077

預け金 500,000 6,400,000

その他 1,035,716 686,078

流動資産合計 11,252,902 16,076,329

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,190,956 5,644,525

機械及び装置（純額） 1,757,261 3,453,622

建設仮勘定 4,340,822 474,796

その他（純額） 1,044,919 1,349,802

有形固定資産合計 10,333,960 10,922,746

無形固定資産 49,160 43,308

投資その他の資産

投資有価証券他 2,338,314 2,634,385

貸倒引当金 △4,571 △4,571

投資その他の資産合計 2,333,743 2,629,814

固定資産合計 12,716,864 13,595,869

資産合計 23,969,766 29,672,199

負債の部

流動負債

買掛金 ※１ 2,510,023 ※１ 2,375,910

短期借入金 1,840,000 830,000

未払法人税等 488,731 2,230,048

賞与引当金 122,000 124,000

設備停止引当金 271,180 356,308

その他 ※１ 1,783,154 ※１ 2,022,467

流動負債合計 7,015,089 7,938,735

固定負債

退職給付引当金 1,722,639 1,734,694

設備停止引当金 300,820 -

その他 443,651 574,724

固定負債合計 2,467,111 2,309,418

負債合計 9,482,200 10,248,154
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(単位：千円)

前事業年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,343,000 2,343,000

資本剰余金 1,551,049 1,551,049

利益剰余金 9,167,349 13,892,568

自己株式 △11,863 △12,229

株主資本合計 13,049,535 17,774,388

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,438,030 1,649,656

評価・換算差額等合計 1,438,030 1,649,656

純資産合計 14,487,566 19,424,045

負債純資産合計 23,969,766 29,672,199

決算短信（宝印刷） 2017年11月13日 14時41分 15ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



― 12 ―

(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

売上高 8,121,120 8,586,650

売上原価 6,111,633 6,442,877

売上総利益 2,009,486 2,143,773

販売費及び一般管理費

発送費 234,853 209,928

給料手当及び賞与 455,098 426,466

退職給付費用 36,657 33,247

試験研究費 408,601 410,511

その他 316,228 290,310

販売費及び一般管理費合計 1,451,439 1,370,464

営業利益 558,047 773,308

営業外収益

受取配当金 23,745 25,550

受取補償金 - 111,176

為替差益 - 8,783

雑収入 8,942 12,045

営業外収益合計 32,687 157,556

営業外費用

支払利息 4,302 3,717

固定資産除却損 16,325 8,938

為替差損 92,630 -

雑損失 1,888 135

営業外費用合計 115,146 12,790

経常利益 475,588 918,073

特別利益

大阪工場譲渡関連損益 - 6,371,575

特別利益合計 - 6,371,575

特別損失

控除対象外消費税等 - 67,500

固定資産整理損失 634,304 53,328

減損損失 118,952 -

特別損失合計 753,256 120,828

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △277,668 7,168,820

法人税等 △85,000 2,199,000

四半期純利益又は四半期純損失（△） △192,668 4,969,820
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△277,668 7,168,820

減価償却費 573,066 637,181

有形固定資産除却損 16,325 8,938

大阪工場譲渡関連損益 - △6,371,575

減損損失 118,952 -

固定資産整理損失 533,979 53,328

退職給付引当金の増減額（△は減少） 55,819 12,054

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,000 2,000

固定資産撤去引当金の増減額（△は減少） 100,325 -

設備停止引当金の増減額（△は減少） - △215,691

受取利息及び受取配当金 △24,405 △26,475

受取補償金 - △111,176

支払利息 4,302 3,717

売上債権の増減額（△は増加） 670,135 582,374

たな卸資産の増減額（△は増加） 354,133 326,771

仕入債務の増減額（△は減少） △574,009 △134,113

未収消費税等の増減額（△は増加） - △358,901

未払消費税等の増減額（△は減少） △69,019 △13,762

その他 △83,792 30,037

小計 1,408,144 1,593,526

利息及び配当金の受取額 24,413 26,463

補償金の受取額 - 60,587

利息の支払額 △3,674 △3,224

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △184,570 △226,589

土壌対策費用等の支払額 - △846,483

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,244,313 604,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,736,791 △684,630

有形固定資産の売却による収入 1,010 7,644,940

無形固定資産の取得による支出 △1,107 △2,327

投資有価証券の売却による収入 6,520 -

貸付金の回収による収入 10,000 -

その他 △101,693 △225,322

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,822,062 6,732,659

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 700,000 △1,010,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △6,667 △5,416

自己株式の取得による支出 - △366

配当金の支払額 △195,704 △244,601

財務活動によるキャッシュ・フロー 497,628 △1,260,383

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,361 5,655

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △99,482 6,082,211

現金及び現金同等物の期首残高 752,248 807,539

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 652,765 ※１ 6,889,751
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

原価差異の繰延処理 操業度等の季節的な変動に起因して発生する原価差異等については、原価

計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（そ

の他）として繰延べております。

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。ただし、見積実効税率を用いて計算すると著しく合

理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

(四半期貸借対照表関係)

※１ 四半期会計期間末日に満期となる期日現金については満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日期日現金を満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

前事業年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

売掛金 ― 千円 391,465 千円

買掛金 ― 千円 379,487 千円

流動負債（その他） ― 千円 111,633 千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

前第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 552,765千円 489,751千円

取得日から３ヵ月以内に償還期限
の到来する短期投資(預け金)

100,000千円 6,400,000千円

現金及び現金同等物 652,765千円 6,889,751千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月11日
取締役会

普通株式 195,704 8.00 平成28年３月31日 平成28年５月31日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

　 該当事項はありません。

当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月16日
取締役会

普通株式 244,601 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月１日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 195,674 8.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
ファイン製品

部門
化成品部門 計

売上高

外部顧客への売上高 5,664,255 2,456,864 8,121,120 ― 8,121,120

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 5,664,255 2,456,864 8,121,120 ― 8,121,120

セグメント利益 420,999 137,047 558,047 ― 558,047

(注) セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
ファイン製品

部門
化成品部門 計

売上高

外部顧客への売上高 6,548,426 2,038,224 8,586,650 ― 8,586,650

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,548,426 2,038,224 8,586,650 ― 8,586,650

セグメント利益 621,166 152,142 773,308 ― 773,308

(注) セグメント利益の合計は、四半期損益計算書の営業利益と一致いたします。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

決算短信（宝印刷） 2017年11月13日 14時41分 20ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



― 17 ―

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間

(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
　 四半期純損失金額(△)

△39円38銭 1,015円92銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額又は
　 四半期純損失金額(△) (千円)

△192,668 4,969,820

普通株式に係る四半期純利益金額又は
　 四半期純損失金額(△) (千円)

△192,668 4,969,820

普通株式の期中平均株式数(株) 4,892,615 4,891,950

(注)１ 前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

　であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２ 当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

　め記載しておりません。

３ 平成29年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。第156期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額を算定しておりま

す。

２ 【その他】

（剰余金の配当）

第157期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年10月30日開催の取締役会

において、平成29年９月30日における株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、剰余金の配当（中間

配当）を行うことを次のとおり決議致しました。

① 配当金の総額 195,674千円

② １株当たりの金額 8.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年11月13日

広栄化学工業株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 瀬 洋 人 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 米 山 英 樹 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている広栄化学工業株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第157期事業年度の第２四半期会計期間(平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、広栄化学工業株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年11月13日

【会社名】 広栄化学工業株式会社

【英訳名】 KOEI CHEMICAL COMPANY, LIMITED

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 津 田 重 典

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 千葉県袖ヶ浦市北袖25番地

【縦覧に供する場所】 東京本社

（東京都中央区日本橋小網町１番８号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長津田重典は、当社の第157期第２四半期（自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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